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第 1 はじめに

債権者らは，大飯発箇所3号機及び4号機(以下， r本件発電所Jという)

の海転経止を求めており，迎f)去差・止の根拠として J 2012年 3月 12日付関西電

力大飯原子力発協所3号機， 4号機運i伝差止仮処分命令申立書， 2012年 3月初

日付関西電力大飯原子力発電所3号機， 4号機運転差止仮処分命令市立替(以

下，あわせて「申立書jという)，及び平成 24年 4月 24日付主弧書簡(以下，

r{立本信者主張番而Jという)において様々な事由を述べてはいるが，大きく盤

理ずるならば，

① 福島第一原子力発電所における過酷事故発生により，従前の安全保障方

式に桜本的な問題が提起されており，安全設計審査指針等が存在しない

現時点においては，本件発電所の安全性は確認されないこと

② 地震ー津波に関する制査，対策が不十分であること，特に， FO-A"" 

FO-B断層と熊川断層の連動を伴う地震が発生した場合，制御i俸が評

価基準値(許容値)内で挿入されず，危険であること

を主張していると思われる。

債務者は，平成 24年 4月初日付答弁替(以下J r答弁書」という)におい

ても記械したとおり，本件発電所の安全性について，地震，津波に限るととな

く，適宜新たな知見に照らして評価，確認しー必要な対策を実施しており，安

全性は確保されていることについてー詳細な主張を行う予定である。しかしな

がら，平成 24年 4月 24日に開催された第 l回若手尋期間において，債権者ら代

J.m.人は， Jニ記①に|期する ~I!IJ1軒のみで，本仮処分命令申立は認容されるべきと主

張しているため，まず.本主張帯iiffでは，債権者らの上記①に関する主強にJ.!l!

曲がないことを明らかにし，本件発電所の安全信1::確1*(上記②の論点も含む)

に関しては，追って詳細11な主~1~ を行う。



第 2 似務者の主張

1 人格J備に基づく差止請求

本仮処分命令中立において，債権者らは，人格権の妨害予防諦求権に基づき

本件発電所の巡転経止を求めている。

しかし，人格mについては，直接とれを定めた明文の規定がないから，その

要件や効果が自明のものでないことは言うまでもない。仮に，極めて広範囲の

人格的利益をすべて人格棋の内容とした場合には，その概念内容は抽象的であ

り，縮利の外延が不明確なものとなり，その効染も不明!僚とならざるを得ない。

したがって，人格権に基づく差止諦求権を主張する場合には，その法的解釈

は厳格になされなければならない。

そして，人格縮に基づく差止請求は，相手方が本来行使できる権利や自由を

直接制約しようとするもので・あるから，とれが認められるためには，一般的に

は，

① 人格;権侵害による被害の危険が切迫し，

② その侵容により回復しj縫い重大な損容が1.1:じることが明らかであって，

③ その損害が相手方(侵害者)の被る不利益よりもはるかに大きな場合で，

③他に代替手段がなく，差止めが唯一最終の手段であること

を要すると解するのが相当である(大阪地裁平成 5年 12月241;1判決・判例時

報 1480号 25貝D。

これらの要件のうち，①の人格椛侵害による被寄の危険性の切迫性の要件は

他の②~③の要件の前鑓となるものであるが，本仮処分命令市立のように妨害

予防樹求においては，将来発生するか否か不破突な侵答の予測に基づいて相手

方のj権利行使を制約するものであるから，単に息n論的ないし抽象的に危険性が

存在するというのでは足りず，人格権侵害:による被替の生じる具体的危険性が

存在するととが必擦である。

このことはF 以下に示す従*の朕子力発電所の楚止請求訴訟の哉判例も等し
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く示してきたととろである。

・大阪地織平成 5年 12月 241:1判決--~1!IJ{ftl時報 1480 号 25 頁(前掲)

・仙台地裁平成 6年 1月 31日判決・判例時報 1482号r3頁

・金沢地裁平成 6年 8月 25日判決・判例時報 1515号 3頁

v 名古屋高裁金沢支部平成 10年 9月 9日判決・判例時報 1656号 37頁

.札幌地裁平成 11年 2月 22日判決・判例時報 1676号 3頁

-仙台高裁平成 11年 3月 31日判決・判例時報 1680号 46頁

.静岡地裁平成 19年 10月初日判決・公刊物米鐙載

-名古属高裁金沢支部平成 21年 3月 18日判決・判例時報 2045号 3頁

・松江地裁平成 22年 5月 31EI ~J可決・公刊物米議!tお

また，債権者ーらが本件発電所の運転差止を求める以上，本件発電所の運転に

よって生じるという具体的危険性は，債権者らとの関係において認められるも

のでなければならないから，債権者らの個人的利識に無関係な事実は，本件差

止締求の根拠とはならない。

つまり，本件においては，債権者らの個人的利益に対する侵害発生の具体的

危険性の存在が明らかにされなければ，差止請求は認容されないのである。

2 差止請求の原則に従った主張立証資任

*仮処分命令申立が民事訴訟である以ー七上記のような債権者ちの個人的利

絡に対する侵害発注の具体的危険性の存在という事実については，民事訴訟の

主張立証武任の一般原則に従い，償柿!者らが主張立~íE武任を負担すべき内容で

ある。

つまり，本件発電所の安全性に欠けるところがあり，これにより京大で回復

院!織な損容を被る具体的危険性のあるととを，その国民関係を含め，債権者ら

が主張事疎明しなければならない@

3 本件発館所の危険性について具体的主張がないとと

しかしながら，僚線者らは，本件発電所とは立地地点やプラント殺到・等を典



にする福島第一原子力発電所において事故が発生した事実を線拠に，本件発電

所の安全性も確認されないため，地震.Flk波等による危険性があると抽象的に

主張しているに過ぎず，本件発電所において重大な事故が発生する具体的危険

性は，何ら主張していないのである。例えばー仮に安全設計審査指針等が布在

しない状祝にあったとして，安全設計審査指針等が存在しないことにより本件

発電所が重大な事故に~る具体的過程やその根拠，また，地震，事11波により(仮

に制御棒が評価基準値内で押入されない事態が生じたとしても)本件発電所が

盛大な事故に至る具体的過程やその線拠について何ら主張するととなく，単に

本件発電所が危険であると主張しているに過ぎないので・ある。

上記のとおり，本件発電所の安全性が確保されているととは追って詳細に主

張するが，そもそも債権者らが，人格権が侵害される具体的危険性を主張，練

明していないことから，債権者らの申立が却下されるべきものであるととは明

らかである。

4 安全設計審査指針等同調する債権者らの主張が失当なものであること

債権者らは， r原子炉立地審査指針及びその適用に関する判断のめやすにつ

いてJ (昭和 39年 5月 27日原子力委員会決定)， r発電用粧水型原子炉施設

に関する安全設計審査指針J(平成 2年 8月 30日原子力安全委員会決定)， r発

電用原子炉施設に関する耐綾設計審査指針J (平成 18年 9月 19日原子力安全

委員会決定) I r発電用i降水型原子炉施設の安全評価に関する2531E指針J (平

成 2年 8)ヲ 30EJ原子力安全委員会決定)等の各種指針〈以下，これらの指針を

まとめて「安全設計審査指針等」という)について，現時点では存在していな

いため，日本の全ての原子力発電所は安全の確認ができない旨主張している(僚

編者主張苦手面 4~6 頁) a 

しかし，当該主張は債権者らの独自の見解に過ぎない。上記 3で述べたよう

に，安全設計審査指針等が存在しないという主張は，本件発電所で重大な事故

が発生する具体的危険性，つまり人格;怖が侵害される具体的危険性を指摘する



ものではないうえ，そもそも，原子力安全委員会の班目委員長が安全殺計総資

指針等の見也し方針を示したとしても(債権者主張帯商 5""6頁) 9'" 10東)， 

所定の手続きを経ることなく安全設計審査指針等が存在しない状態にならない

ことは言うまでもない。

さらに，安全設計審査指針等は，原子カ安全委員会が原子炉施設の設置等の

審査において安全性の妥当性を判断する際の基礎と位置付けられるものである

が，債務者は，本件発電所を含む全ての原子力発電所について，安全設計審査

指針等の婆求する内容に留まることなく，地震‘主Il波対策を含めた安全対策を

実施し，より一層の安全性を礁保しているのである(本件発電所の安全性につ

いては，追って主張する)。

つまり，安全設計審査指針得が存在しない状祝にないことは言うまでもない

うえ，本件発電所の安全性については安全設計審査指針絡の存否で直ちに判断

されるものでもないことから，債権者らの主張は失当であることは明らかであ

り，この点からも債権者らの申立は却下されるべきものである。

以上
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